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1. 労働時間の適正な取扱いについて（労働基準法 32 条など） 

 労働時間とは、使用者の指揮監督の下にある時間をいい、介護サービスを

提供している時間に限るものではありません。特に、次のような時間につい

て、労働時間として取り扱っていない例がみられますが、労働時間として適

正に把握、管理する必要がありますので留意してください。 

○交替制勤務における引継ぎ時間  ○業務報告書等の作成時間 

○利用者へのサービスに係る打ち合わせ、会議等の時間  ○研修時間 

○使用者の指揮命令に基づく施設行事等の時間とその準備時間 

 

2. 労働時間の適切な把握について 

「労働時間の適正な把握のために使用者が講ずべき措置に関する基準に基

づき、適正に労働時間を把握してください。 
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介護労働者の労働条件の確保・改善のポイント 



 

3. 時間外・深夜割増賃金について（労働基準法 37 条） 

 法定労働時間を上回る時間外労働や深夜業（午後 10 時から午前 5 時まで

の労働）に対しては 25％以上（※）、休日労働に対しては 35％以上の割増賃

金を支払わなければなりません。 

※１か月に 60時間を超える時間外労働に対する割増賃金率は 50％以上です（中小企業

については、当分の間、猶予されています。）。 

 

4. 休憩時間について（労働基準法 34 条） 

 労働時間が 6 時間を超える場合には少なくとも 45 分、8 時間を超える場

合には少なくとも 1時間の休憩が、労働時間の途中に必要です。また，休憩

は、労働者の自由に利用させなければなりません。特に、次のような例がみ

られることから、休憩が確実に取得できるよう徹底してください。 

○ 代替要員不足、休憩場所や休憩時間の不明確さ、他の労働者への気兼ね 

 のため休憩が確保されていない例 

○ 所定の休憩時間に利用者の食事介助等を行う必要が生じ、休憩が確保さ 

 れていない例 

 

5. 年次有給休暇について（労働基準法 39 条） 

 非正規労働者も含め、6か月間継続勤務し、全労働日の 8割以上出勤した

労働者に対しては、年次有給休暇を与えなければなりません。 

 所定労働日数が少ない労働者に対しても、所定労働日数に応じた年次有給

休暇を与える必要があります。 


